
地域公共交通確保維持事業（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）
○地域間幹線バス交通・地域内フィーダー交通
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入を支援
・過疎地域等のコミュニティバス・デマンドタクシー・自家用有償旅客運送等の運行や車両
購入を支援
・賃上げ等のための運賃改定を実施する事業者に対する支援強化
○エリア一括協定運行（自治体との協定のもと、交通事業者が一定のエリアを一括して
運行）
・エリア一括協定運行を実施する場合における長期安定的な支援
○離島航路・離島航空路
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である、離島航路・離島航空路の運航等
を支援

○交通DX・GXによる省人化・経営改善支援
・地域交通事業者によるDX・GXによる利便性向上や人材確保に資する取組を支援

地域公共交通確保維持改善事業

地域公共交通調査等事業（持続可能な地域公共交通の実現に向
けた計画の策定）
○ 公共交通のマスタープランである「地域公共交通計画」の策定に資す
る調査等
○ バリアフリー化促進のためのマスタープラン・基本構想策定に係る調査
○ ローカル鉄道に係る官民共創による公共交通再構築を促すため、
協議会の開催、調査事業、実証事業を支援（地域公共交通再構
築調査事業）

地域公共交通バリア解消促進等事業（快適で安全な公
共交通の実現）
○ バリアフリー化のためのノンステップバス・福祉タクシーの導
入、鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備

○ 経営基盤の脆弱な地域の鉄道の施設・車両の更新
○ 障害者用ICカードの導入等
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R６当初予算 地域公共交通確保維持改善事業費補助

令和6年度概算決定額
20,805百万円（前年度1.01倍）



地域公共交通確保維持事業 離島航路：離島航路運営費等補助

① 離島振興法第２条第１項の規定により指定された離島振興対策実
施地域又はこれに準ずる地域に係る航路であること。

② 本土と①の地域又は①の地域相互間を連絡する航路であり、かつ、
以下のいずれかに該当すること。
イ） 他に交通機関がないか又は他の交通機関によることが著しく不
便となること。

ロ） 同一離島に複数航路が存在する場合、同一離島について起点
港を異にし、終点が同一市町村にない航路であり、協議会で決定
された航路であること。

③ 陸上の国道又は都道府県道に相当する海上交通機能を有すること。
④ 関係住民のほか、郵便・信書便又は生活必需品及び主要物資等を
輸送していること。

⑤ 航路経営により生じる欠損見込が明らかにやむを得ないと認められ
ること。

離
島
航
路
運
賃

協
議
会
決
定
運
賃

地
方
バ
ス
運
賃

運
賃
引
き
下
げ

限
度
幅

実
際
の
運
賃

引
き
下
げ
幅・当該地域の地方バス等の運賃水準までを引き下げ限度幅とし、

地域（自治体等）による負担等を勘案して、協議会において
運賃水準を決定
・運営費補助の中で、協議会で決定された運賃引き下げ額の１／２
を含め、国が補助

離島住民運賃割引補助
制度概要

離島航路運営費等補助

制度概要

・補助対象は唯一かつ赤字の航路
・事前算定方式による内定制度
・補助対象経費の算出は効率的な運営を行った際の標準収支見込
により求める標準化方式を採用
・欠損見込額全体に対する補助充足率は１／２
・補助対象期間は10月から９月の１年間

補助対象航路の主な基準

離島航路は、離島に暮らす住民にとって、日常生活における移動や生活必需品等の輸送のために不可欠の交通手段
であり、その確保・維持に係る地域の取組みを支援。

（国）
航路運賃と協議会決
定運賃との差額の最大
１／２を補助

(自治体・離島航路事業者）
航路運賃と協議会決定運
賃との差額の国負担 分を
除いた部分を補助※

※補助対象航路 127航路115事業者（令和4年4月1日）
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